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要約

　高齢化が進む我が国では高齢者が労働の場で果たす役割が増大しており、社会活動の持続性

にとっても高齢者の就業が欠かすことができない現実がある。本論では高齢者が安全で安心な

労働環境で働くために必要な支援や対策を検討するために求められることについて2つの観点

から検討を行った。第一に、高齢者の諸問題を概観し、第二に、エラーや事故のリスク要因の

ひとつとされる認知機能の変化について、D-CAT（文字抹消検査）と失敗傾向質問紙を用い

て予備的検討を行った。これらの検討より、エラーや事故に結びつく認知特性の関連を示し、

高齢者の認知特性と就業の関連についての検討の必要性を示した。
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Ⅰ．高齢者の就業をめぐる諸問題

1．はじめに
　我が国は世界に先んじて社会の超高齢化が
進んでおり、さまざまな問題に直面してい
る。内閣府（2022）による「高齢社会白書」
によると、1970（昭和45）年に 7 ％であっ
た65歳以上の人口は2021（令和 3 ）年には
28.9％となっており、今後も高い高齢化率
が継続すると考えられている。これによって
労働の場面においても直接的な影響がみられ
ている。我が国の2021年の労働力人口6,907
万人のうち13.4％が65歳以上となっており、
過去10年程度で上昇傾向が続き、65歳から
69歳の男性の60.4％が就業している現状が
ある（内閣府，2022）。さらに、厚生労働

省（2021）による「高年齢者雇用状況等調
査」では、2021年の31人以上規模の企業に
おける65歳以上の常用労働者数は1,938,301
人で、10年前の2011年に比べて約3.12倍と
なっている（Figure.1）。また、そのうちの

Figure.1　31人以上規模の企業における高齢
　者の常用労働者数の推移

厚生労働省（2021）「高年齢者雇用状況等調査」
に基づき作成
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70歳以上の常用労働者数も同様に増加し、
2021年では756,536人となっている。これ
らのことは、高齢者が労働の場で果たす役割
が増大している現状を顕著に示しており、我
が国の社会活動の持続性にとっても高齢者の
就業が欠かすことができない要因であること
を示している。
　しかしながら、加齢に伴う身体的、心理
的な変化については、個人差があるものの
避けることができない事実でもある。例え
ば、筋や骨格など身体機能の変化は転倒を
増大することが以前より指摘されているし

（大高，2015）、認知機能の加齢変化につい
ても注意機能の低下（e.g., Hatta, Kimura, 
Hatta & Iwahara, 2022）や、抑制機能の低
下が社会的に不適切な行動と関連しているこ
と（von Hippel & Dunlop,2005）などさま
ざまな側面が指摘されている。また、就業に
関わる問題としても、高齢者の認知機能の変
化はエラーによる事故リスクに関係している
ことが指摘されている（Fisher, Chacon & 
Chaffee,2019）。さらには、身体的な機能の
変化と精神的な機能の変化についての類似面
と相違点についても示されており、身体的な
機能の低下があったとしても仕事の経験を用
いることで若年者の生産性と少なくとも同じ
程度の生産性を高齢者も有するという指摘も
ある（Ilmarinen,2001）。
　これらの諸要因を踏まえ、高齢者の就業を
安全で安心なものとしていくためには、加齢
に伴う変化に応じたサポートをどのように提
供していくかということが重要となる。中
央労働災害防止協会（2017）による労働安
全衛生の観点からみた具体的な方策として、

（1）高齢者の体力低下を補うこと、（2）高
齢者のモチベーションを引き上げることがあ
げられており、高齢者における労働災害の防
止や安全の確保ためには高齢者の行動に注目
する必要性が示されている。そこで、本論で

は高齢者の行動特性を明らかにして就業に
とって、どのような支援や対策が必要になる
かを検討してくことを目指し、まず高齢者の
諸問題を概観していくこととする。その上で、
エラーや事故のリスク要因のひとつとされる
認知機能の変化について、注意機能に関わる
指標と日常の失敗傾向の関連について予備的
に検討した結果を報告する。

2 ．高齢者の就業と認知特性
　加齢に伴う認知機能の変化についての研究
は多くみられるが、その多くは実験的な手続
きに基づく評価が主眼となっている。すなわ
ち、短期記憶・長期記憶・ワーキングメモリ
など記憶における加齢変化、処理速度や注意
による情報の取捨選択など情報処理における
加齢変化、読み書きや流暢性など言語機能に
おける加齢変化、そして知的能力における加
齢変化といったものが代表的な研究対象とし
てあげられる（植田・佐藤・長田，2019）。
　これに対して高齢者の就業を考える上での
認知機能の実際的な役割について示されたも
のはそれほど多くはない。ひとつの具体的研
究例として、三廻部（1988）では、農作業
の場面におけるヒューマンエラーに注目して
いる。我が国の農業は高齢者によって支えら
れているといっても過言ではなく、基幹的農
業従事者は70％程度が65歳以上である（農
林水産省，2022）。三廻部（1988）による
報告は、すでに30年以上も前になされたも
のであるが、すでに当時から高齢者の問題が
注目されており、年齢群ごとの事故の特徴に
ついてもふれている。高齢者群の特徴として、
有病率が高くなることや行動力や判断力が低
下し、見間違いなどが事故の要因となること
が報告され、この事例として農業機械のギア
の入れ間違いによって前進のつもりが後進さ
せてしまい、身体がはさまれる事故をあげて
いる。また、全体的な事故の形態として（1）
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作業情報の不適、（2）認知・確認のミス、（3）
判断、決定のミス、（4）操作、動作のミス、（5）
操作後のミスの 5 つに分類した注意や認知
など人的要因の重要性が指摘され、これらに
基づきヒヤリ・ハットなど事故に至らなかっ
たが潜在的な事故要因を収集し、フィード
バックすることの重要性が指摘されている。

3 ．高齢者の就業とライフコース
　高齢者の就業については生涯発達的な観点
や社会的要因にも目を向ける必要があり、そ
の重要性も指摘されている（小林，2008）。
特に重要な観点のひとつとして、高齢期の就
業が生きがいに関わることがあげられよう。
藤森（2022）では60歳以上の年齢層を対象
とした調査から、仕事をもつ群の方が仕事を
持たない群よりも生きがいがあるとした割合
が高いことが示されている。仕事を持つとい
うことは趣味やボランティアと同様に社会と
の接点を有しているということでもあり、多
くの高齢者も仕事の継続を希望している現実
もある。したがって、高齢者をどのように活
用し、社会を支えていく存在としていくかが
課題となっている（高木，2009）。
　高齢期におけるライフコースや労働におけ
るモチベーションとの関係を考える文脈にお
いて、Andel et al. （2005）によると、認知
機能も含まれるような複雑な仕事内容は後の
認知機能の維持に影響することが指摘されて
おり、60から70歳代の個人における記憶や
処理速度など認知成績によい影響があること
も示されている（Fisher et al.,2019）。
　また、認知機能は労働におけるパフォーマ
ンスやサクセスフル・エイジングに関連し（F
isher, Chaffee, Tetrick, Davalos & Potter, 
2017）、さらには仕事における動機づけにも
影響するとされている。例えば、Kooij, De 
Lange, Jansen, Kanfer & Dikkers（2010）
によるメタ分析の結果からは、加齢に伴い内

発的動機や達成動機が若年労働者に比較して
より重要となることや、仕事の成果の重要性
が世代によって変化するために、組織は異な
る世代の労働者のニーズに応じた実務内容の
調整を考える必要性が指摘されている。

Ⅱ．予備的検討

1．背景と目的
　加齢に伴う心身の変化は働く場面における
失敗や事故に結びつくこともある。このよう
な失敗や事故の背景には認知機能が関わって
いることもあることから、高齢者がより安全
で安心して就業していくためには、加齢に伴
う認知機能の変化とエラーのかかわりを明ら
かにし、増加していく高齢労働者にとって最
適な労働環境を整備していくことが必要とな
る。ここでは加齢に伴う認知機能のうち注意
特性について注目し、日常生活における失敗
の経験とどのような関連があるのかについて
予備的な検討を行った。
　注意特性は情報の取捨選択を行う認知機能
のひとつであり、日常生活における我々の安
全性や効率性に深く関わっている（木村・三
浦，2003）。注意特性についても加齢に伴う
変化がみられ、作業中の見落としや発見の遅
れなど事故や失敗に結びつくこともある。こ
のような背景から、我々は住民健康診断への
参加者を対象に認知機能評価を実施してきた
が（木村・篠原・八田・長谷川，2018）、こ
こでは地域で実施された健康関連イベントに
参加した高齢者を対象として、注意機能と日
常生活における失敗傾向についての関連につ
いて行った検討について報告する。

2 ．調査対象者
　K市A地区で実施された体力測定会への自
主的な参加者である64歳から86歳までの18
名（平均年齢74.1歳，SD=5.64，男性 2 名，
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女性16名）を調査対象とした。調査対象者
は、本研究において求められた日常生活に
関する調査票に回答し、Nagoya University 
Cognitive Assessment Battery：NU-CAB（八
田，2004）に基づいた認知機能検査を行った。

3 ．倫理的配慮
　本研究は関西福祉科学大学倫理委員会の承
認（21-33）を受けて実施された。調査対象
者には調査内容や個人情報の取り扱いについ
て示した文書を配布し、実施内容について同
意を得た。

4 ．調査内容
　第 1 に、「日常生活に関する調査票」に含
まれた現在の職業やこれまでの職業歴とその
従事年数などと、心理関連項目と生活関連項
目に回答した。ここでは心理関連項目のひと
つである失敗傾向質問紙（山田，1999）に
ついて扱うこととする。失敗傾向質問紙は日
常生活における失敗傾向を評価するものであ
り、アクションスリップ10項目と認知の狭
小化 9 項目、衝動的失敗 6 項目の 3 因子で
合計25項目で構成されていた。アクション
スリップは実行中の行動に対して注意が適切
に向けられずに不注意の状態などになってい
ることで起こる失敗で、認知の狭小化は文字
通り認知の範囲が狭いことから起きる失敗、
衝動的失敗はよく確かめることなく衝動的に

行動することに起因する失敗とされている。
なお、複数の調査を行うために質問項目の数
を制限することが求められていたことから、
アクションスリップと認知の狭小化の 2 つ
の因子のうち因子負荷量が0.40以上であっ
た19項目が用いられた。
　第 2 に、それぞれに複数の項目がある身
体関連検査と認知機能検査が実施された。こ
こでは認知検査のうち、注意機能を測定す
るD-CAT（Digit Cancellation Test:文字抹消
検査）について扱う。D-CATは 1 枚の用紙
に横向きに 1 桁の数字が複数行並んでおり、
指示された数字を記憶し、 1 分間のうちに
できるだけ早く見落としの内容に抹消してい
く（数字を斜線で消す）ことが求められる
作業検査である。 1 分間での作業成績、見
落とし、虚報などに基づき注意機能の諸特
性（焦点化や持続）を測定するもので試行中
に数字の記憶を求められることからワーキン
グメモリや遂行機能とも関連すると考えられ
ている。 1 文字を抹消するD-CAT 1 、 2 文
字を抹消するD-CAT 2 、 3 文字を抹消する
D-CAT 3 があるが、本検討ではD-CAT 1 と
D-CAT 3 を実施し作業量を測定した。

5 ．結果と考察
　調査対象者に回答を求めた「日常生活に関
する調査票」のうち、教育歴、就業に関す
る項目と就業中の失敗頻度をTable.1に示す。

Table.1　教育歴、就業に関する項目と就業中の失敗頻度

註：括弧内は割合を示す
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高等学校までの教育歴が最も多くみられ、調
査対象者に女性が多かったことから現在の職
業について主婦が多かった。これまでに最も
長くついた職業としては事務職が多く、就業
中の事故や健康に影響するような失敗の経験
については78%が「なかった」としているが
21%が「複数回あった」と回答した。調査対
象者の規模が小さかったにも関わらず、一定
数の失敗経験の報告がみられたことから、事
故の具体的内容や特徴についてさらに検討す
る必要があることが示唆された。
　次に、年齢とD-CAT 1 ・D-CAT 3 、D-CAT
の課題間における作業量の変化率（D-CAT 1 /
D-CAT 3 ）、失敗傾向質問紙のアクションス
リップと認知の狭小化の得点のそれぞれにつ
いて、Spearmanの相関係数を算出し、その
散布図を示した（Figure.2）。

　年齢についてはいずれの項目とも有意な相
関はみられなかった。このことは調査対象者
の年齢層がおおむね同一であったためと考え
られ、異なる年齢層での評価を行う必要があ
る。また、D-CAT 1 とD-CAT 3 の間に有意

な正の相関（p=.908, p<.01）がみられた。
D-CAT 1 は情報処理速度系を、D-CAT 3 は
遂行機能を反映するとされ、注意機能の評価
に用いられてきたものであるため（Hatta et 
al., 2017）、高齢者の情報処理速度と遂行機
能の成績に関連性があることを示す結果であ
ると考えられる。権藤（2013）は加齢に伴
う認知機能の低下に関する背景要因として、
感覚低下、処理速度の低下、抑制の低下、処
理資源の低下などを示している。D-CAT 3
では記憶に保持すべき数字の数が増大するこ
とからワーキングメモリの負荷が増大すると
されていることから（Hatta et al., 2017）、
処理速度と遂行機能のパフォーマンスにも関
わる処理資源との関連を示しているものと考
えられる。
　失敗傾向質問紙におけるアクションスリッ
プと認知の狭小化の間に有意な正の相関

（p=.502, p<.05）がみられ、それぞれの項目
の間での関連が示された。アクションスリッ
プが、実行中の行動に対して注意が適切に向
けられずに不注意の状態などになっているこ
とで起こる失敗で、認知の範囲が狭いことか
ら起きる失敗である認知の狭小化と関連があ
ることについては、両者に共通の認知機能が
関わっている可能性を示唆しており、さらに
詳細に検討する必要がある。ただし、失敗傾
向質問紙の作成において、それぞれ別の因子
として扱われていることを考えた場合、山田

（1999）の調査対象者が短期大学生と大学生
であったため、今回とは別の年齢層を対象と
していることが結果に影響している可能性も
ある。
　さらに、D-CAT 3 とアクションスリッ
プに有意な正の相関がみられた（p=.545, 
p<.05）が、D-CAT 1 と失敗傾向の 2 つの因
子の間に有意な相関はみられなかった。この
ことは、失敗傾向質問紙に基づいた評価が情
報処理速度系よりも、遂行機能に密接に関わ

Figure.2　失敗傾向質問紙のアクションスリップ
と認知の狭小化の得点とD-CAT1・
D-CAT3の作業量、年齢における散
布図
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るものである可能性を示していると考えられ
る。したがって、加齢に伴う遂行機能の低下
と失敗傾向に焦点を当てることで、高齢者の
エラーを補償するための方策について検討し
ていくことができるかもしれない。

Ⅲ．まとめと今後の展開

　本論では高齢者の就業における持続性を確
かなものとし、高齢者が安全で安心な労働環
境で働くために必要な支援や対策を検討する
ために求められることについて、 2 つの観
点から検討を行った。具体的には、第 1 に
高齢者の諸問題を概観し、第 2 にエラーや
事故のリスク要因のひとつとされる認知機能
の変化について、D-CATと失敗傾向質問紙
を用いて予備的検討を行った。
　伊藤・西山（2016）によると、高齢者の
特性と仕事に求められる特性の間に 3 つの
ミスマッチがあることが指摘されている。第
1 が職務活動におけるミスマッチで、得意
な活動よりも不得意な活動での就業が多くみ
られる傾向にあるとされている。第 2 が個
人と人柄および職務環境におけるミスマッチ
で、高齢者にとって困難がある職務環境での
職業で就業が多いという点があげられてい
る。第 3 が経験と知識におけるミスマッチ
で、高齢者の経験と知識を十分にいかす就業
の実態でないことがあげられている。ここで
あげられたいずれのミスマッチにおいても作
業の内容や心的負担の増大とそれに伴う処理
資源の必要性などのエラーや事故に結びつく
認知特性が関わっており、より実際的な文脈
に即した検討を行い明らかにしていくことが
求められる。
　予備的検討の結果から、D-CAT 1 で反映
される処理速度系よりもD-CAT 3 で反映さ
れる遂行機能との関わりが示唆された。遂行
機能に関わる要因として、権藤（2013）で

あげられている抑制機能や処理資源における
低下があげられる。例えば、実行中の行動に
対する不注意の状態で起きるアクションス
リップを考える場合、課題遂行に関連のない
情報を抑制しながら関連ある情報を適切に用
いることが求められるような場合に影響がみ
られる可能性がある。加齢に伴う抑制機能の
低下についてはこれまでにも多くの研究があ
ることから（例えばSalthouse, Atkinson & 
Berish, 2003; 木村他，2018）、調査対象者
の規模を拡大し、異なる職種における特徴的
なエラーや行動を抽出するなどして詳細に検
討を行う必要がある。
　我が国における高齢化の進展と生産人口の
減少を考えた場合、今後ますます働く高齢者
が増大していくことが予想される。高齢者の
持続的な就業を実現していくためには高齢者
の身体的、心理的な特性に基づいた労働環境
の整備や支援について取り組んでいくことが
必要といえる。

付記
　本報告の一部は日本認知心理学会第20回
大会で発表されたものである。
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